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評価調査結果要約表

(1) 案件の概要 
国名： パプアニューギニア独立国 案件名：気候変動対策のための森林資源モニタリン

グに関する能力向上プロジェクト

分野：林業・森林保全 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：地球環境部森林・自然環境保全

第一課 

協力金額（本評価時点）：3.39 億円 

（R/D）:2010 年 11 月 26 日 
協力期間：2011 年 3 月～2014 年 3 月 

先方関係機関：パプアニューギニア森林公社

日本側協力機関名：林野庁 

他の関連協力機関名：

１－１ 協力の背景と概要

パプアニューギニア独立国（以下、「PNG」と記す）は世界有数の熱帯雨林を有する国であ

り、森林から産出される木材は、鉱物、農産物と並び主要な輸出品目として、PNGの国家経済に

重要な役割を果たしている。また、人口の8割以上を占める地方部の住民にとって、森林は食料、

建築資材等の供給源として重要な役割を果たしている他、毎年のように新種の動植物が発見され

ており、生物多様性保全の観点からも価値が高い。 

しかしながら、PNGの森林は外国資本による森林伐採や大規模農業開発、自給用農地への転用

などにより減少・劣化が進行している。一方で、PNGは、2005年の国連気候変動枠組み条約

（UNFCCC）第11回締約国会議（COP11）において、「開発途上国における森林減少・劣化に由

来する排出の削減（REDD）」を最初に提案した国（コスタリカとの共同提案）である。その後、

PNG政府は、2009年に「気候変動に関する森林部門の政策フレームワーク」を策定した他、2010
年には気候変動室（OCCD）の下に開発途上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等

（REDD+1）のテクニカル・ワーキンググループ（WG）を立ち上げ、関係政府機関やドナー等の

参画のもと、森林減少・劣化に対する施策実施に向け積極的に活動を行っている。 

REDD+を進めていくには森林の炭素排出・吸収量算定が基本となるが、算定のために必要な精

度の森林情報が十分に整備されておらず、具体的な施策推進に当たって大きな課題となってい

る。PNG政府はこのような現状を踏まえ、同国の広大な森林をモニタリングするために衛星画像

や地理情報システム（GIS）等を用いたシステム構築と、それらのための人材育成を目的として、

森林資源モニタリングに関する能力向上のための技術協力を日本国政府に要請した。本要請を受

けて、国際協力機構（JICA）は 2010年11月に詳細計画策定調査を実施し、協力のフレームワーク

についてPNG政府と合意、同2010年11月26日にその内容を示した討議議事録（R/D）の署名・交

換を行った。 

１－２ 協力内容

本プロジェクトでは JICA 専門家と PNG 森林公社（PNGFA）が首都ポートモレスビーを主な活

動地点として全国的な森林資源モニタリング実施にむけた能力強化に関する活動を実施してい

る。また、本プロジェクトは、同時期に実施予定であった環境プログラム無償「森林保全計画」

（以下、「環プロ無償」と記す）による GIS やリモートセンシングデータ等の資機材供与を活用

するという前提でプロジェクト活動が計画されている。 

（１）上位目標：気候変動に対する重要な緩和策及び適応策として、PNG の森林が持続的に保

全、経営される。

（２）プロジェクト目標：気候変動対策に資するため、PNG 関係機関における炭素蓄積量を含む

森林資源モニタリングの実施能力が強化される。

（３）成果：

１）リモートセンシング技術の活用により、全国の森林被覆図が改良される。 

２）森林資源データベースが改良される。 

３）気候変動対策に資するため、炭素蓄積量を含む森林資源のモニタリングシステムが改

1 現在、「REDD」は森林減少・劣化対策だけでなく、持続的な森林管理の推進、森林保全、森林炭素蓄積の

推進を含めた「REDD+」として、国際的な制度枠組みが議論されている。 
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良される。 

（４）投入（2013 年 9 月末現在） 
日本側：総投入額 2 億 3,900 万円 

専門家派遣 長期専門家 2 名、短期専門家 6 名 
本邦研修  6 名 
資機材供与 車両やコンピュータなど合計 1,150 万円

現地業務費 0.63 億円 
PNG 側： 

カウンターパート（C/P）の配置 森林公社職員 15 名（うち 2 名はプロジェクトのた

めに新規採用） 

ローカルコスト   4,900 万円

施設提供 専門家オフィス、光熱費、電話回線等 

2. 終了時調査団の概要

調査団 調査団員数 4 名 
（1）総括  宮薗浩樹 JICA 国際協力専門員

（2）森林計画/気候変動対策 志間俊弘 林野庁計画課 調査官

（3）協力企画 宮崎裕之  JICA 地球環境部森林・自然環境保全第一課職員

（4）評価分析 瀧本麻子 （株）グローバル・リンク・マネジメント 
調査期間 2013 年 10 月 3 日～2013 年 10 月 22 日 評価種類：終了時評価調査

3. 評価結果の概要

３－１実績の確認

（１） プロジェクト目標の達成見込み

おおむね達成される見込み。

 指標である国家レベルの森林資源モニタリング実施能力は、成果１と２の達成（森林被覆図

及び森林資源データベースの作成）により、国家レベルで森林被覆状態などの森林資源に関す

る基礎情報が把握できるようになっている。一方で、指標の一部である炭素蓄積量などの算出

は、成果３の活動において、森林炭素蓄積量の算出に係る活動を全国レベルから一部地域レベ

ルに修正したため、プロジェクト終了時までに国家レベルの炭素蓄積量の算出には至らない見

込みである。しかしながら、森林資源情報総体として考えると、森林公社及び PNG 政府関係諸

機関（OCCD 等）は国家レベル森林資源モニタリングを実施する能力を十分に得ることができ

る。したがって、プロジェクト目標である実施能力の強化は終了時までに基本的に達成される

と考えられる。 

（２）  各成果の達成状況

成果１：プロジェクト終了時までに達成される見込み

森林被覆図はバージョン 0 が 2013 年 7 月に完成したが、精度向上のため引き続きフォロ

ーアップのデータ確認・修正が必要である。また、森林被覆図を作成・管理のためのマニュ

アルの一部となる衛星画像分類マニュアル、GIS、全地球測位システム（GPS）利用マニュ

アル等、技術部分の文書は作成されている。導入部等のとりまとめが未完成であるが、プロ

ジェクト終了時までに完成予定である。また、10 名の担当官が研修を受け、内 5 名は主要

担当者として重点的に研修を受けた。担当者は日常業務としてこれらの技術取得に従事して

おり、インタビュー等でもこれの技術を取得できたと見られる。現在、国土全体を 5 地域に

区分し、地域毎の森林被覆図改良ワークショップ（2013 年 9 月〜11 月）を実施中であり、

参加者からのフィードバックはワークショップの終了時までに集計される予定である。 

成果２：プロジェクト終了時までに達成される見込み

GIS ベースの全国森林資源データベースが 2013 年 5 月に完成し、森林目録処理システム

（FIPS）が再構築された。森林資源データベース設計書、及び森林調査地図システム

（FIMS）利用のためのユーザマニュアルは作成済みだが、管理（運用）マニュアルに関して
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は素案作成中であり、プロジェクト終了時までに完成予定である。また、11 名の担当官が研

修を受け、うち 5 名は管理担当者として重点的に研修を受けた。担当職員達は日常業務とし

て専門家と共にデータベース作成に従事しており、インタビュー等からこれらの技術を取得

できたと見られる。なお、2012 年 3 月に実施されたワークショップでは 97%（出席者 33 名

中 32 名）が本ワークショップを有用だったと回答し、2013 年 3 月の同様のワークショップで

は 94%（出席者 16 名中 15 名）が彼らの業務に有用だと回答している。

成果３：プロジェクト終了時までにおおむね達成される見込み

基本設計に必要なすべてのコンポーネント（衛星データによるモニタリング、地方組織と

連携した地上確認調査、既存データの収集及び衛星・基盤図との比較）に関する定義や活動

は実践されている。ただし、文書としてまとめる作業が未着手であるが、プロジェクト終了

時までに整えられる見込みである。C/P と専門家の協議により、炭素蓄積量の推計対象を特

定地域（森林公社が試行している REDD+プロジェクトの区域になる可能性が高い）に絞って

プロジェクト終了時までに実施する予定である。このため、現状の活動スケジュールとデー

タ量を勘案すると、指標の 1 つである全国の炭素蓄積量変化を推定することは困難だが、現

時点の炭素蓄積量を推定する作業は実施される見込みである。特定地域に関しては、プロジ

ェクト終了時までに炭素蓄積量の歴史的変化を推計し、同地域の試行的な参照排出レベル

（REL）も算出する予定である。

３－２ 評価結果の要約

（１） 妥当性

妥当性は高い。

PNG の気候変動及び森林政策は比較的一貫性を保っている。REDD+推進は国家中期開発計画

（MTDP 2011-2015）のセクター戦略の 1 つであり、プロジェクトは気候変動セクターフレーム

ワークの主要な指針をカバーしている。将来の REDD+の枠組みに貢献するべく設計されている

ため、PNG の政策と密接にリンクしているといえる。また、PNG の 97%の土地は部族による慣

習的所有であり、多くの人々の生活に密接に関わっている。プロジェクトの成果はその土地の

持続的管理に貢献することが期待されており、その意味でプロジェクトは PNG 住民の生活向上

に資するといえる。また、このプロジェクトは JICA にとっても REDD+を視野に入れた技術協

力の初期に位置しており、日本側としても気候変動と森林セクターへの支援例として貴重な経

験を集積した。 

（２） 有効性 

有効性は高い。

森林公社技術系職員の知識と経験は確実に向上しており、プロジェクト目標である全国レベ

ルの森林資源モニタリング実施のための能力強化はおおむね達成の見込みである。また、3 つの

成果は森林公社の組織能力向上にも貢献している。成果３の森林炭素蓄積量の変化について当

初予定していた国家レベルの推定は時間的に困難であるが、特定地域において、炭素蓄積量の

変化及び REL を推定計算する予定であり、この活動により、将来、森林公社自らが国家レベル

の推定を行うのに十分な知識と経験を得られると考えられる。したがって、プロジェクトの 3

つの成果は十分にプロジェクト目標に貢献しているといえる。 

（３） 効率性 

効率性はやや高い。

リモートセンシング/GIS 等に関する技術的指導を実施した短期専門家と、技術の定着や他の

政府関係機関とのデータ共有、C/P 機関による REDD+の国際交渉への技術面からの参画など、

C/P 機関の現状を踏まえた組織的な能力向上に取り組んだ長期専門家の組み合わせが、結果とし

て、相互に補完しあう形で成果の達成に結びついた。一方で、全国を対象としていた成果３で

ある森林炭素変化の推定及び試行的 REL の算出について、環プロ無償の遅延といったコントロ

ールできる範囲を越えた問題により、元々全国を対象としていた成果物（森林炭素変化の推定

及び試行的 REL の算出）を特定地域に絞らざるを得なかった事は効率性を多少低く判断するこ

ととなった。ただし、活動の順番を入れ替えるなど、プロジェクトにおいて、各活動の実施時
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期を工夫した結果、成果１に関する全国レベルの森林被覆図作成をはじめ、プロジェクト目標

をほぼ達成したといえるレベルにまで到達したことは、効率性の向上に貢献した。その意味で

効率性は「やや高い」とみなすことができる。

（４） インパクト

やや高いと見込まれる。

プロジェクト目標だけでは上位目標達成に十分でないものの、PNG 側の努力に加え、国連森

林減少・劣化に起因する温暖化ガスの排出とその抑制方策計画（UN-REDD）/国連食糧農業機

関（FAO）と欧州連合（EU）資金による国家森林資源調査（NFI）プロジェクト、ドイツ国際

協力公社（GIZ）、米国国際開発庁（USAID）などによる REDD+関連のパイロット活動及び自

然管理委員会（TNC）や世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）などの支援に

より、上位目標の指標である気候変動対策に向けた森林分野の公的な計画や政策が整備されて

いくことが予想され、PNG 政府は上位目標に到達できる見込みが高い。また、UNFCCC の交渉

及び関連する交渉において REDD+が国際的な注目を集めている限り、これらのドナー資金の継

続も予測されるところである。プロジェクトの成果物である森林被覆図及びデータベースは

REDD+関連の取り組みの基礎情報になるものであり、これらの情報は NFI プロジェクトといっ

た関連プロジェクトで活用され得るものである。したがって、プロジェクトの正のインパクト

は今後更に展開していくと予想される。 

（５） 持続性

高いと見込まれる。 

政策レベルでは国家気候室法が国会で協議されており、REDD+推進がこの法案の主要な項目

である。また、林業は PNG の主要産業の 1 つであり、国土のほとんどを森林が占め、所有形態

も部族所有となっており、森林や REDD+は政策レベルでも主要課題である。また、森林公社は

プロジェクトの成果物を、国内数カ所で実施予定の REDD+パイロットプロジェクトでも活用す

る予定であり、国や州レベルの森林管理計画作成にも用いられる予定である。このため、主要

な C/P である技術系職員はプロジェクト終了後も変わらず業務を継続し（プロジェクト開始後

増員した職員も含め）、プロジェクトで培った知識や経験を基に、成果物である森林被覆図や

森林資源データベースの更なる改良を目指すことになっている。財政面からは、森林公社にお

ける関連予算は 2014 年度の予算要求の中でトッププライオリティを付けられており、プロジェ

クト終了後の予算措置も見込まれる。森林公社の C/P は知識と技術を修得しつつあり、本プロ

ジェクトで習得した技術については、外部の支援なしに多くの行程を実施できるようになって

いることから、技術面の持続性は基本的に高いといえる。しかし、C/P 職員の辞職など、ある程

度のリスクは存在しており、今後、技術面の持続性を維持するために、プロジェクトでは１）

地方出先機関を含む多くの職員に研修を実施する、２）プロジェクト終了時までに関連する技

術の研修マニュアルやガイドラインを作成する、３）プロジェクト活動に関連する GIS やリモ

ートセンシング技術の大学教育プログラムを支援する、などの活動を実施している。

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること：本技術協力プロジェクトは環プロ無償により提供される高額かつ

高度な技術を要する資機材（衛星画像、GIS ソフトウェア等）の供与を前提に設計されて

おり、これら資機材による直接の指導や協働作業により、従来の技術協力プロジェクトに

比べ、広範囲で深い技術的課題について習得できている。 

（２）実施内容に関すること：C/P の幹部職員、技術系職員双方の強いコミットメントが、プロジ

ェクトの進捗に大きく貢献した。プロジェクトの合同調整委員会（JCC）も進捗情報共有や

人員不足などの問題解決に貢献した。森林公社はプロジェクトに関する外部との協議・連

絡を一元的に管理するなど、プロジェクトに対して強い責任感を示している。幹部職員は

当初の予定よりも多くの技術系職員をプロジェクトに配置するなどさまざまな支援を提供

し、技術系職員は森林公社職員としての通常業務に追加業務が加わった形となってしまっ

たにも関わらず、プロジェクトに非常に熱心に従事し、新しい技術を学んだ。 

また、計画段階では予測不可能であった環プロ無償の遅れなどの、多くの問題に見舞わ

れ、遅延を余儀なくされたものの、日本人専門家チームはそれらの諸問題について関係各
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所と協議を重ね、活動の順番を変更するなどさまざまな働きかけを行った。このような、

追加投入をほとんど行わない形で、C/P と共に（短期専門家は日本滞在時も含め）専門家

が払った努力は特筆に値する。PNG という地域的に知見が少ない森林と特異な土地所有制

度という困難な条件のなか、日本人専門家はリモートセンシング技術による植生判読など

の技術的問題をほとんど、彼らの努力で乗り越えたといえる。

加えて、JICA マルチメディア教材の活用や課題別研修の活用など、短期専門家の派遣以

外にも、さまざまなスキームを活用して能力向上を図っていた。

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること：プロジェクトの計画段階では、森林公社にこのような高度な技術

移転を行う事自体、両国にとって初めてであったため、さまざまな技術的問題について過

小評価していたことがプロジェクト開始後判明した。 

具体的には、１）全国レベルの森林区域を網羅するために必要なデータ量とそれに伴う

業務量の多さ、２）森林の樹種多様性が非常に高いことによる森林分類の複雑さ、３）森

林との単純な区別が非常に困難な森林内の農地の存在が判明するなど、さまざまなタイプ

の土地利用形態の存在、４）新旧データ（新：今回整備したリモートセンシングによるデ

ータ、旧：1970 年代の航空写真）のタイプと精密さの違い、５）道路の不備、土地所有の

問題（PNG の大半の土地は部族による慣習的所有のため、立ち入るには許可が必要）から

フィールドでのデータ採集が困難なこと、などである。 

このため、全国レベルの森林被覆図などのいくつかの成果については達成が遅延し、過

去の炭素蓄積量の算出などのいくつかの活動内容については縮小を余儀なくされている。 

（２）実施内容に関すること：環プロ無償の調達において、情報入手や機材選定などが困難であ

ったため、3 カ月から最大 6 カ月遅延してしまい、プロジェクト活動の多くが修正を余儀な

くされた。 

また、プロジェクトではさまざまな関係者・組織との協調を行ってきたが、データ共有

に関しては、あまり予定通りには実施できていない。炭素蓄積量の変化推定に関する PNG
大学（UPNG)とのリモートセンシングデータの共有はプロジェクト活動の中でも重要な位

置を占めるものだったが、欧州連合（EU）資金による UPNG のプロジェクトが中止となっ

たため、このデータ共有自体がほぼ実施されなかった。また、本プロジェクト計画段階か

ら同時並行で進行するはずであった UN-REDD/FAO による NFI プロジェクトは大幅に遅延

し、現段階ではデータ共有に至っていない。情報共有は政府関係の機関とも実施されてい

るが、農業畜産省（DAL）からのデータ提供は難航しており、これが森林被覆図の質の向

上に歯止めをかけている。 また、多数の C/P がその必要性を認識しているものの、森林公

社の他部署との情報共有や情報の共同管理については協議が進んでいるとはいいがたい。

今後、オーストラリア政府支援で完成した意思決定システムを共同使用していくなかで、

この問題について対処される予定である。

３－５ 結論 

評価 5 項目に関し、妥当性、有効性及び持続性は高く、効率性及びインパクトはやや高いと判

断できた。このことから、終了時評価調査団は森林公社が森林資源モニタリング実施に十分な能

力を有するようになったという点で、プロジェクト目標は達成されると判断し、プロジェクトは

予定どおり終了するべきであると結論づけた。 

短い実施期間と多数の予期せぬ技術的問題が判明するなか、プロジェクトは森林公社の強いオ

ーナーシップや C/P と日本人専門家のチームワークにより大きな成功を収めた。また、日本人専

門家間の役割分担、つまり短期専門家が高度な技術を移転する一方で長期専門家がそれを監督、

効果的に支援し、それらが PNG の森林・気候変動政策にきちんと反映されるよう働きかけを継続

的に行ったことも、プロジェクトが成功した大きな要因といえる。 

３－６ 提言 

（1）森林被覆図の改良及びプロジェクト成果の広報 
 森林被覆図については、これまでにも気候変動に関するイベント等で紹介されているが、地

図自体は公開されていない。情報の共有レベルや基準について決定すると同時に、森林被覆図
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とデータベースが準備できた時点で広く一般に公開することは大変重要である。

（2）データ共有のための情報管理システムの整備  
 森林被覆図をはじめとする本プロジェクト成果は、森林公社の他部局やその他の組織の業務

実施上も有用なものであり、プロジェクトの正のインパクトを展開していくためには、データ

共有について積極的に取り組むべきである。一方で、情報管理の観点からは一定の利用ルール

なども必要であり、必要であれば、双方の管理者レベルでシステム構築について、あらかじめ

合意を結ぶ等の方策も考えらえられる。

３－７ 教訓 

（1）C/P の業務管理：このプロジェクトの C/P はすべて森林公社の本来の業務と兼任という配

置状況であっため、特に技術系 C/P は業務量の増加が著しいものとなった。この問題は設計

段階から活動スケジュールの締め切りを柔軟に設定するなど設計段階での方策がとられるべ

きであった。今後、NFI プロジェクトに同じ C/P 職員が従事することから、特にスケジュ

ール管理に関して注意が必要と思われる。

（2）日本人専門家の業務量に関する柔軟性：プロジェクトはかなり多くの予期せぬ技術的問題

に見舞われたため、技術移転を担当した日本人短期専門家チームの派遣日数が十分でなかっ

たと両国側が感じている。両国にとってこのような種類の技術協力は初めての試みだったた

め、必要な業務量の推定が非常に困難であったことが主な原因であるといえる。次期プロジ

ェクトでは、必要に応じて業務量を調節できるような柔軟な仕組みを作っておくことが望ま

しい。また、ローカルコンサルタントなど国内人材を活用していくことも推奨される。

（3）協調とデマケ（メリットとリスク）：他ドナーのプロジェクト/プログラムや関係政府省

庁との協調、特にデータ共有により、プロジェクトは個別以上の成果を達成することができ

る。しかし同時に、協調活動を前提としてプロジェクト成果が計画されると、予期せぬ、あ

るいはプロジェクトとしてコントロール不可能な問題をもたらすというリスクも伴う。本プ

ロジェクトは実際に他組織とのデータ共有の計画が頓挫したため、成果の一部を変更せざる

を得なくなった。計画段階において予定どおり実施されなかった場合の代替戦略を用意する

など、協調活動は慎重に計画する必要があるといえる。

（4）プロジェクト成果物の森林管理計画への利用及び多目的活用：プロジェクト成果物を含め

既存のデータをさまざまな目的で活用することは大変重要であるが、課題も多い。プロジェ

クトのデータを森林公社あるいは他組織の既存データと融合し、農業関係など森林資源管理

以外の目的にも活用できる可能性があることは広く理解されているが、実現には至っていな

い。今回の作業は森林サイドからの業務であり、関係者間の情報共有・管理のプロセスを実

際に始めるには、他組織が所有する各種情報の検索・突合を手始めとして、かなりの努力が

必要になると考えられる。

３−８ フォローアップ状況 

日本政府と PNG 政府はこのプロジェクトの成果を基に、新たな技術協力プロジェクトを実施す

ることを既に合意しており、2014 年初頭には次期プロジェクトの詳細計画調査団が派遣される予

定である。 

新たなプロジェクトにおいては、引き続き、気候変動対策関連の能力向上に取り組みつつも、

主としては、本プロジェクト成果であるデータベースを拡充・強化し、これを活用した森林計画

関連業務の実施体制を整備等し実施する予定である。 




